
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
長野県 辰野町
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[100,958円]

類似団体内順位

15/43
全国市町村平均

114,142
長野県市町村平均

120,514

(円)

240,000

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

30,000

188,708

69,568

113,004
114,507112,089111,008110,757

H20H19H18H17H16

100,958
100,447101,888104,660105,884

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [91.1]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.21人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [18.2%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [92.5%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

辰野町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
財政力指数：
　人口の減少や全国平均を上回る高齢化率（２１年２９．８％）に加え、中心となる産業が数少ないことから、財政基盤が弱く、類似団体平均をかなり下回っている。指数は今まで少しずつ伸びてきたが、平成２２年度以降は下降する状況である。定員管理（人件費の抑制）、町税の徴収強化の取組みと合わせ、今まで以上に事業の集中と選択により歳出削減に努
める。

経常収支比率：
　前年より若干改善されたが８６，９％と高い水準にある。引き続きＰＤＣＡサイクルに基づき事務事業の点検、見直しにより経常収支比率を２５年度までに５％低下させることを目標とする。

ラスパイレス指数：
　給与削減計画（昇格・昇給の抑制）により類似団体を下回っているが、引き続き抑制に努める。

実質公債費比率：
　年々改善されてきているが、類似団体と比較するとまだまだ高く、健全化判断材料である１８．０％を上回っている。引き続き平成１８年度から実施している起債抑制（新規発行分は公債費の６割以下）に努める。平成２１年度の予測推計は、１５．９％である。

将来負担比率：
　将来負担について、基金が増となったこと及び債務負担が減少したことから全体として比率が減少した。しかし、類似団体と比較すると高い状況であるため、後世への負担を少しでも軽減するよう新規事業の実施等について総点検を図り、財政の健全化を図る。

人口１，０００人当たり職員数：
　昭和４１年度から昭和４８年度にかけて、行政需要の急速な増加に対応するため、職員を大量に採用（８年間で２００人）したことにより、類似団体平均を上回っている。定員適正化計画に基づく退職者不補充や民間委託の推進により、今後５年間で１３．５％（２４人）削減する。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：
　類似団体と比較して、人件費・物件費等決算額が低くなっているのは、ごみ・し尿処理業務、消防業務及び電算業務等を一部事務組合で行っていることなどが挙げられる。一部事務組合の人件費・物件費等に充てる負担金や公営企業会計への人件費・物件費等に充てる繰出金といった費用を合計した場合、人口１人当たりの金額は大幅に増加することにな
る。今後はこれらも含めた経費について抑制していく必要がある。
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